
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 6年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人  だ一ちゃらぼ

1 事業の成果
近年、全国的に不登校の児童生徒数は増加傾向にある。文部科学省「令和 5年度児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」によれば、不登校の小中学生は過去最多の約 34

万人に達し、特に小学校低学年層における増加が顕著である。この現象は、子どもたちが集団生活や学

校空間に対して強い違和感や不適応感を抱き、安心して自分らしく過ごすことが難しい状況にあると考

えられるだろう。このような社会課題を前に、特定非営利活動法人だ―ちゃらぼは、臨床心理士・公認

心理師が中心となって構成された専門家団体という強みを生かしながら、子どもが人生を自由に歩む力

を育むため『体験』『学習』『相談』の支援に取り組んでいる。

令和 6年度は、こうした理念に基づき、フリースクールを中心とした子ども。若者の支援に取り組ん

だ。豊島区近辺に在住する家庭からの相談 。問い合わせは引き続き増加傾向にあり、CSW(ス クールソ

ーシャルワーカー)や教育センター等からの紹介ケースも寄せられた。地域における小学生のフリース

クールの存在意義は年々高まつていることが伺える。

また、昨年度に続き、豊島区から受託している「若者等がつくる若者の居場所応援事業 (だちゃカフ

ェ)」 についても契約が継続された。

以下、令和 6年度に実施した各事業の詳細を報告する。

以下、各事業の詳細を報告する。

(1)子 ども若者の居場所作り事業

不登校や発達特性、社会的孤立などを背景に、日中の居場所を必要とする不登校児童を対象に、「フリ

ースクールだ―ちゃ」を通年で運営した。会場は法人事務所 (皇島区)であり、週 5日 の 10:00～ 15:

00の開室により、学習支援 。生活支援・心理的支援を一体的に提供した。今年度はのべ 1144名 を支援

し、個別対応や小集団プログラムを通して、子ども自身が安心して自己表現し、他者とつながることがで

きる環境づくりを目指した。学習支援のほか、創作・調理・外出活動・グループワークなどの多様な体験

活動を組み合わせて提供しており、学校復帰や中学進学などフリースクールからの卒業生も多く見られ

た。

「ものづくり交流スペースだちゃカフェ」については、豊島区受託事業として、毎週木・金曜日の 16:00

～18:00に開催した。大学生や着手社会人、通信制高校に通う若者などが主な利用層であり、のべ 149名

が参加した。継続利用者が多く、回数を重ねる毎に利用者各々が抱える課題内容の変化や、利用者間での

コミュニケーションも見られ、居場所として定着している様子がうかがえる。

(2)メ ンタルヘルスに関わる相談及び検査事業

不登校の子どもやその保護者を対象に、オンラインによる個別相談 。心理カウンセリングを随時実施し

た。相談内容は学校との関係、進路不安、家庭内コミュニケーションなど多岐にわたる。のべ 23名 を支

援た。心理検査については、実施に至る希望者がいなかったため、今年度の実施はなかった。

[こ こに入力]



(3)子 ども若者のメンタルヘルスに関わる啓発事業

今年度は大学や・他団体とのコラボイベント、子ども支援事業に携わる大学生ボランティアを対象とし

た研修会など、延べ410名 に啓発活動を実施した。啓発事業の詳細を以下に示す。

● 『桜丘高校キャリア講演会』
● 『ボランティア研修会』
● 『SusHi■ch Tokyo 2025(子 どもスマイルムーブメント)』
● 『豊島子育て応援し隊』
● 『看護科学学会』
● 『豊島区社会貢献活動見本市』

(1)外部団体に対する研修講師派遣およびコンサルティング事業
希望団体が居なかつたため、実施しなかった。

2 事業の実施に関する事項
(事業費の総費用 【10,318】 千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和6年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動決人 だ―ちゃらば
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和6年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 だ―ちやらぼ

小針・合計

283,587

2

2

の

工具器具備品
(1)

(3) その

現金預金
未収金

前払費用

2,101,288
566,098
6,283

300,000
2,467,392

敷金
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【A】 資 産 合 計 ①+② 5,724.648
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0

B-1

154,409
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=トエヽ 16号 (法第 28条

令和 6年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  だ―ちゃらぼ

重要な会計方針
計算書類の作成は,NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は,法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。
(3)引 当金の計上基準

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は,税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況
(単位 :円 )
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経常収益
.受取会費
.受取寄附金
.受取助成金等
.事業収益
その他収益 (受話事・
業収益等)

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
会議費

謝金

旅費交通費
通信運搬費
消耗品費

印刷製本費
水道光熱費
地代家賃

支払手数料
租税公課
広告宣伝費
雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額
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3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

ｎ

）合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円)

※NPO法人化前の 出

(単 :円 )

円

７

・

こ )́い
Я

） その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項

事業費と管理費の核分方法

その他の事業に係る資産の状況

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却果計額 期末帳簿価額

0

300,000

ｎ
）
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320,286

300,000

0

36,699

0

283,587

300,000

0

320,286

300,000

620,286 300,000 620,286 36,699 583,587

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

投資その他の資産

敷金

無形固定資産

合計

期末残高科 目 期首残高 当期借入 当期返済
3,440,000 ｎ

〉 864,000 2,576,000
2,576,000

借入金

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

ｎ

〉

2,467,392 2,467,392

2,467,3922,467,392

活動計算書計

(貸借対照表)

役員貸付金※

貸借対照表計

(活動計算書)



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和6年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 だ―ちゃらぼ

′1ヽ   コ十 合

2,101,288

572,381

棚卸資産

環
鯰詭需
未収金
未収入金
前払費用

車両運搬具

283.587
283.587

ソフトウェア

300,O00敷金

2,467,392

借地権

1   2,467,392

什器備品
備品

長期貸付金

役員貸付金

5.724.648【A】 責 産 合 計 ①+②

未払金

154,409

2,576,000

2

退職給付引当金

1

2.576.000

B-1

預り金
源泉徴収税

長期借入金
巣鴨信用金庫借入金

【B-1】 彙 債 合 計 ③+④ 2.730.400

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 2,994.239
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 6年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての詢事ホ年度における崚Hの有

"を
日●した名

")

特定非営利活動法人だ― ちゃらば

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 監事

?y^' fD 2024年

2025年

4月    1日

3月   31日

年  月  日

年  月  日松葉 百合香

2 監事

カノウ カナ 2024年

2025年

4月    1日

3月   31日

年  月  日

年  月  日加納 佳奈

3 監事

カツラカ
゛
ワ タイスケ 2024年

2025年

4月    1日

3月   31日

年

年

月   日

月   日桂川 泰典

4 理事

1it'a+lto 20241■

2025年

4月    1日

3月   31日

年

年

月

月

日

日吉田 昌弘

5 理事・監事

年  月 日

日年 月

年 月

月

日

日年

6 理事・監事
年  月  日

年   月   日

年

年

月

月

日

曰

7 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年  月  日

年  月  日

8 理事 。監事
年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

9 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

監事



事 業 報 告 用

書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人だ一ちゃらば

氏   名

1
松葉 百合香

2
加納 佳奈

3 吉田 昌弘  

4 高橋 鮎美

5
秋葉 杏樹

6 高橋 友梨香

7 廣瀬 史佳

8
立

"1 
菜花

9 真鍋 皐

10
佐々木 博紀




